
２ 過去４年 台風対応時 避難者数

※土砂のみの避難所開設時の避難者数は、平均して１から５人で、平成２９年１０月２２日
の台風２１号時に高津区の東橘中学校で１８人の避難者が最大数です。

新型コロナウイルス感染症を考慮した避難所運営の必要人員について
１ 災害種別等に応じた動員体制
風水害時の避難所開設や運営については、原則区役所職員で実施しており、避難所運営の２日
目以降 本庁職場  職員 避難所運営支援要員   派遣          、今後、台風の
規模や避難所の新型コロナウイルス感染防止対策の対応状況などによって、次の３パターンの災害
種別に応じた体制を取ります。

・パターン１
事前予測が難しい集中豪雨等で土砂の避難所を開設した場合を想定し、人員は、区役所２名、
教職員１名の計３名での対応となります。

・パターン２
台風の想定で土砂の避難所のみ開設した場合で、人員は区役所２名、教職員１名で、基本区
役所による対応を基本とし、必要に応じて本庁職員を支援要員として投入できる体制での対応とな
ります。

・パターン３
東日本台風規模の台風の想定で、洪水、土砂、高潮の避難所を開設する場合で、人員は、本
庁の支援要員を避難所開設当初から投入する体制を取り、土砂の避難所で３から６名、洪水で
６から８名を動員する対応となります。

パターン１ パターン２ パターン３
対象
災害

土砂
（集中豪雨等）

土砂
（台風）

土砂・洪水・高潮
（洪水を想定した台風）

事前予
測 △ ○ ○
人員
配置

区２名
教１名

区２名
教１名
＋避難所の避難所運営支援
要員（本庁職員）の名簿を
作成

土砂３ ６名 洪水６ ８名

総
数

３ ４ ５ ６ ７ ８

区 ２ ２ ３ ３ ４ ４

教
員

１ １ １ １ １ １

本
庁

０ １ １ ２ ２ ３

対応 各区 区による対応を基本。必要に
応じて避難所運営支援要員
がバックアップできる体制

開設当初から避難所運営支援要員を
投入

H28.8.21
（日）
台風9号
（土砂）

H29.10.22
（日）
台風21号
（土砂）

H30.7.28
（土）
台風12号
（土砂）

H30.9.30
（日）
台風24号
（土砂）

Ｒ1.9.8（日）
台風15号
（土砂）

Ｒ1.10.12（土）
台風19号

（洪水・土砂）
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(箇所）

避難者
（人）

避難所
(箇所）

避難者
（人）

避難所
(箇所）

避難者
（人）

避難所
(箇所）

避難者
（人）

避難所
(箇所）

避難者
（人）

避難所
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川 6,070 32

幸 ０ 2 ４ 2 ０ 2 ６ 2 ２ 2 3,870 21

中 ４ 1 ５ 1 ４ 1 １ 1 ７ 1 8,830 30

高 ３ 14 ４２ 13 １ 13 １２ 13 ８ 13 5,240 17

宮 １ 21 １２ 10 ２ 20 ２０ 20 １８ 20 480 20

多 ０ 13 ３８ 12 ５ 13 １４ 13 ３０ 13 8,040 18

麻 １７ 21 １６ 19 ８ 20 ３ 20 ２９ 20 620 20

計 ２５ 72 １１７ 57 ２０ 69 ５６ 69 ９４ 69 33,150 158
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新型コロナウイルス感染症を考慮した風水害時等の避難所想定収容人数
１ 目的
感染症への対応はその特徴や施設の状況等も考慮する必要があり、新型コロナウイルス感染症は、全
容が未だ明確になっていないため、明確な基準を設定することが困難です。
災害時の避難所開設に際し、避難者のソーシャルディスタンスを考慮した運営が必要となり、避難所の
収容人数が減少するため、新型コロナウイルス感染症を考慮した避難所の想定収容人数を算出しまし
た。
また、水害時には、当該避難所の洪水の想定浸水深に応じて、使用可能な避難階数が限られるため
収容人数も減少することになります。
また、今後、新  知見 専門家 意見 踏  、適宜見直  行 必要    考     。

２ 対象となる災害
（１）地震
（２）風水害

①対象河川 多摩川
②選定理由 洪水発生時の浸水面積が広大であり、市内の多くの地域に甚大な被害をもたら

すと想定されているため ※鶴見川 同様 算定方法 算出      。

３ 算出内容
左下の表のＡからDまでの項目の説明については次のとおりです。

Ａ「地震時の屋内収容人数」
体育館及び教室の床面積を避難者１人あたりの面積を２平方メートルと仮定し除して算出して
います。

Ｂ「地震時の新型コロナウイルス感染症対策を考慮した屋内収容人数」
現時点では、専門家 意見等 踏   、避難者の間隔を１ｍ以上取る必要があるとしている
ことから、通常時と比較して、避難者 １人当   面積 ２倍程度必要 なり、避難者１人当
たり４平方メートルとなることから、Ａの２分の１で算出しています。

Ｃ「洪水時の緊急避難における収容人数」
各避難所のＡ「地震時の屋内収容人数」の数値から当該避難所の洪水の想定浸水深に応じて、
使用可能な避難階数等を勘案して算出しています。

Ｄ「洪水時の新型コロナウイルス感染症対策を考慮した屋内収容人数」
現時点では、専門家 意見等 踏   、避難者の間隔を１ｍ以上取る必要があるとしている
ことから、通常時と比較して、避難者 １人当   面積 ２倍程度必要 なり、Ｃの２分の１
で算出しています。
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